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1. はじめに 

2011 年に発生した東日本大震災では複数の発電

所が設備被害を受け稼働停止したことにより、電力

供給が大幅に不足し、特に需要の大きい夏季平日に

おいては昼間ピーク時間の電力不足が懸念された。 
ピーク需要の削減には太陽光発電や蓄電池などの

設備による対応のほかに、ピーク時間帯の電力料金

を高くすることで需要を減らすデマンドレスポンス

(DR)が注目されている。北九州市や豊田市などのス

マートシティを推進している地域では、気温に応じ

て需要が高いと思われる昼間時間帯の電気料金を引

き上げる DR の導入実験 1)が 2012 年ごろから先行

して行われ、すでに電力消費量の削減効果はある程

度期待できることが明らかになっている。2014 年度

からは資源エネルギー庁による実証実験も行われる

予定である 2)。しかしながら、電力料金の変化と居

住者の省エネ行動の関係については未だ詳細な検討

はされていない。また、ピーク時間における節電が

その他の時間帯に別の需要を生み、全体のエネルギ

ー消費量が増加する可能性もある。 
本研究ではアンケート調査により、夏季の電力料

金変化による居住者の行動変化を把握し、ライフス

テージに応じた生活行動スケジュールからエネルギ

ー消費量変化を推計することで、居住者の特性を踏

まえた DR 導入による夏季エネルギー消費量の削減

効果を明らかにする。 
 
2. DR導入によるエネルギー消費量変化の推計方法 
 
2.1 推計モデルの全体構成 

DR 導入による世帯起源エネルギー消費量の推計

方法の概要を図-1 に示す。まず通常時における世帯

属性(世帯人数や就業状況から設定した12属性)毎の

生活行動スケジュールは社会生活基本調査の結果を

基に SCHEDULE プログラム 3)を用いて設定する。

そのうえで森田ら 4)の方法を用いて生活行動に応じ

た冷房負荷や照明・家電エネルギー消費量を時間帯

毎、1 日毎に算出する。 
DR 制度導入時に関しては、その日の気温に応じ

てピーク時間電力料金を設定(通常時の 2~10 倍)し、

アンケート調査により得られた電気料金変化に伴う

行動変化を、世帯属性別の生活行動スケジュールに

組み込んだ。 

2.2 デマンドレスポンスの設定 
本研究では 7 月から 9 月を対象に DR 制度の導入

を想定し、日中ピーク時間帯に電気料金を変化させ

るものとした。具体的には、北九州の実証事業等を

参考に電力料金を設定し、その他の時間帯は導入し

ていない場合より低くなるよう設定した(表 2) 
2.3 アンケート調査の概要 

アンケート調査は、2013 年 11 月に、名古屋市に

在住する 1000 人を対象に WEB アンケートにより

実施した。具体的には、電力料金が変化した場合そ

れぞれにおいてどのような節電行動を行うか、また

料金の低い午前中に冷房を強め、ピーク時に節電す

るピークシフト(PS)行動を行うかについて質問を行

った。 
具体的な行動変化のメニューと電気料金に応じた

行動変化割合を表-3 に示す。電気料金が上がるほど

外出の割合が増え、ピークシフト行動者も増えてい

る。 
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図-1 世帯起源エネルギー消費量推計モデルの全

体構成 
表-2  DR 導入時における電力料金 

通常時 DR制度
気温(℃) － －30 30－32 32－35 35－

13時-16時電気料金(円/kwh) 20 40 60 100 200
その他時間帯電気料金(円/kWh) 20 15 15 15 15  

表-3 行動変化メニューと割合 
行動メニュー

電気料金
2倍 3倍 5倍 10倍

1 できるだけ外出する 18% 20% 21% 22%
2 できるだけテレビをつけないようにする 16% 17% 18% 17%
3 エアコンの設定温度を通常より上げる 14% 12% 12% 11%
4 エアコンをつけないようにする 19% 19% 19% 18%
5 冷蔵庫の庫内温度を上げる 4% 5% 6% 8%
6 照明をできるだけ使わないようにする 21% 21% 20% 19%
9 特に何もしない 7% 5% 5% 4%
ピークシフト行動を行う 80% 80% 81% 81% 
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3. 名古屋都市圏における推計結果 

以上の手法を用いて、DR 導入による効果を名古

屋 20km 圏において推計した。推計期間は 2013 年

7 月～9 月とし、気温データは名古屋地方気象台に

おける時間帯別気温を用いた。 
図-2は電気料金が 5倍となる日の都市圏全体の時

間帯別消費量である。通常時 (without)に比べデマ

ンドレスポンス導入時に節電行動のみを行うと想定

した場合 (withDR)では、13 時から 16 時において

12%程度電力消費量が削減され、ピークシフトも考

慮した場合(withPS)は 20%とさらなる削減が期待

できる。しかし withPS は冷房をあらかじめ強めて

おくため、12 時台で消費量がかえって増加している。 
図-3 は 7 月から 9 月の都市圏合計日別電力消費量、

図-4 は日別ピーク時電力消費量を示す。気温に応じ

て電力消費量は変化し、日別では withDR が全体的

に最も小さく、ピーク時では withPS が最も小さい。 
図-5 には名古屋市都市圏の電力消費量の withDR

時の削減率、図-6 には電力料金の withDR 時の削減

率を示す。家族世帯が多い都市周縁部では、昼間家

庭内にいる人が多いために行動変化する世帯が多く、

図-5、図-6 ともに削減率が大きいが、単独世帯など

有業者が多い都市圏中心部は小さい。 
図-7 には項目別の without、withDR、withPS の

変化を示す。平均 1 日電力消費量は withDR が最も

小さく、2.8%の削減となる。一方、最大ピーク時電

力消費量は withPS が最も小さく without に対して

21%削減である。平均月電気料金はwithDS、withPS
それぞれwithoutに対し 3.9%、2.9%の削減となる。 
 
4. まとめ 

本研究では DR の効果を生活行動の観点からアン

ケート調査結果を用いて定量的に明らかにした。そ

の結果、DR 導入は電力消費量削減は期待できるも

のの、ピークシフト行動の有無によってピーク時間

消費量と全体の消費量とでトレードオフが発生する

ことが明らかになった。また、電力料金についても

夏季平均でみると通常に比べ減少するため、電力会

社と消費者とがともにメリットを享受する仕組みと

して運用できる可能性が明らかになった。 
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図-3 都市圏合計日別電力消費量 
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図-4 都市圏合計日別ピーク時電力消費量 
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図-5 電力消費量の withDR 時の削減率 
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図-6  電力料金の withDR 時の削減率 
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図-7  項目別 DR, PS の推移 




